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現  行（令和３年11月） 修  正（令和４年 月） 備  考 

第１章 総   則 

第１節～第６節（略） 

第７節 防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

（略） 

 １～３（略） 

 ４ 関係町村 

事務又は業務 連絡の窓口 

（１）～（18）（略） 泊村企画振興課 

共和町企画振興課 

岩内町危機管理課 

神恵内村総務課 

寿都町企画課 

蘭越町総務課 

ニセコ町総務課 

倶知安町総務課 

積丹町総務課 

古平町総務課 

仁木町企画課 

余市町地域協働推進課 

赤井川村総務課 

 ５～10（略） 

第２章 原子力災害事前対策 

 第１節～第２節（略） 

 第３節 避難収容活動体制の整備 

  １～２（略） 

  ３ 要配慮者等に対する配慮 

  （１）道は、要配慮者及び一時滞在者（以下「要配慮者等」という。）への対応を強

化するため、防護措置の実施に当たっては、放射線の影響を受けやすい乳幼児、

児童生徒等について十分配慮するなど、原子力災害の特殊性に留意し、次の項

目に取り組むものとする。 

ア 要配慮者等を適切に避難誘導し、安否確認を行うため、周辺住民、自主防

災組織、民生委員・児童委員、介護保険事業者、障がい福祉サービス事業者、

ボランティア団体等の多様な主体の協力を得ながら、平常時より、要配慮者

に関する情報を把握の上、関係者との共有に努める。 

イ～ウ（略） 

第１章 総   則 

第１節～第６節（略） 

第７節 防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

（略） 

 １～３（略） 

 ４ 関係町村 

事務又は業務 連絡の窓口 

（１）～（18）（略） 泊村企画振興課 

共和町企画振興課 

岩内町危機管理課 

神恵内村総務課 

寿都町総務財政課 

蘭越町総務課 

ニセコ町総務課 

倶知安町総務課 

積丹町総務課 

古平町企画課 

仁木町企画課 

余市町地域協働推進課 

赤井川村総務課 

 ５～10（略） 

第２章 原子力災害事前対策 

 第１節～第２節（略） 

 第３節 避難収容活動体制の整備 

  １～２（略） 

  ３ 要配慮者等に対する配慮 

  （１）道は、要配慮者及び一時滞在者（以下「要配慮者等」という。）への対応を強

化するため、防護措置の実施に当たっては、放射線の影響を受けやすい乳幼児、

児童生徒等について十分配慮するなど、原子力災害の特殊性に留意し、次の項

目に取り組むものとする。 

ア 要配慮者等を適切に避難誘導し、安否確認を行うため、周辺住民、自主防

災組織、民生委員・児童委員、介護保険事業者、障害福祉サービス事業者、

ボランティア団体等の多様な主体の協力を得ながら、平常時より、要配慮者

に関する情報を把握の上、関係者との共有に努める。 

イ～ウ（略） 
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現  行（令和３年11月） 修  正（令和４年 月） 備  考 

  （２）～（３）（略） 

  （４）介護保険施設、障がい者支援施設等の社会福祉施設等の管理者は、道、関係町

村と連携し、原子力災害時における避難経路、誘導責任者、誘導方法、入所者等

の移送に必要な資機材の確保、関係機関との連携方策等についての避難計画を

作成するものとする。特に入所者等の避難誘導に配慮した体制の整備を図るも

のとする。また、道は、国の協力のもと社会福祉施設等の避難に備え、関係機関

と連携し、入所者等の避難先の確保のための支援を行うものとする。 

第４節～第10節（略） 

 第11節 防災業務関係者の人材育成 

  道は、国と連携し、応急対策全般への対応力を高めることにより、原子力防災対策の

円滑な実施を図るため、国、指定公共機関等が防災業務関係者に向けて実施する、原子

力防災に関する研修の積極的な活用を推進する等、人材育成に努めるものとする。ま

た、国、関係町村及び防災関係機関と連携して、次に掲げる事項等について原子力防災

業務関係者に対する研修を実施するものとする。 

なお、研修成果を訓練等において確認し、緊急時モニタリングや原子力災害医療の

必要性など、原子力防災対策の特殊性を踏まえ、研修内容の充実を図るものとする。 

（略） 

 第12節～第13節（略） 

第３章 緊急時応急対策 

（略） 

 第１節 事故状況等の把握及び通報連絡 

１～２（略） 

  ３ 施設敷地緊急事態発生情報の連絡 

（１）（略） 

  （２）国の通報連絡 

    ア 原子力規制委員会は、通報を受けた事象について、原子力緊急事態宣言が

発生しているか否かの判断を直ちに行い、事象の概要、事象の今後の進展の

見通し等事故情報等について道、関係町村、北海道警察本部及び公衆に連絡

するものとする。また、原子力規制委員会は、関係する市町村に対して、次の

とおり要請する。 

・ＰＡＺ内の町村に対しては、施設敷地緊急事態要避難者の避難実施、施設

敷地緊急事態要避難者以外の住民の避難準備（避難先、輸送手段の確保等）

を行うこと。 

・ＵＰＺ内の町村に対しては、屋内退避の準備を行うこと。 

・ＵＰＺ外の市町村に対しては、避難した施設敷地緊急事態要避難者の受入

  （２）～（３）（略） 

  （４）介護保険施設、障害者支援施設等の社会福祉施設等の管理者は、道、関係町村

と連携し、原子力災害時における避難経路、誘導責任者、誘導方法、入所者等の

移送に必要な資機材の確保、関係機関との連携方策等についての避難計画を作

成するものとする。特に入所者等の避難誘導に配慮した体制の整備を図るもの

とする。また、道は、国の協力のもと社会福祉施設等の避難に備え、関係機関と

連携し、入所者等の避難先の確保のための支援を行うものとする。 

第４節～第10節（略） 

 第11節 防災業務関係者の人材育成 

  道は、国と連携し、応急対策全般への対応力を高めることにより、原子力防災対策の

円滑な実施を図るため、国、指定公共機関等が実施する、原子力防災に関する研修の積

極的な活用を推進する等、人材育成に努めるものとする。また、国、関係町村及び防災

関係機関と連携して、次に掲げる事項等について防災業務関係者に対する研修を実施

するものとする。 

なお、研修成果を訓練等において確認し、緊急時モニタリングや原子力災害医療の

必要性など、原子力防災対策の特殊性を踏まえ、研修内容の充実を図るものとする。 

（略） 

 第12節～第13節（略） 

第３章 緊急時応急対策 

（略） 

 第１節 事故状況等の把握及び通報連絡 

１～２（略） 

  ３ 施設敷地緊急事態発生情報の連絡 

（１）（略） 

  （２）国の通報連絡 

    ア 原子力規制委員会は、通報を受けた事象について、原子力緊急事態宣言が

発生しているか否かの判断を直ちに行い、事象の概要、事象の今後の進展の

見通し等事故情報等について道、関係町村、北海道警察本部及び公衆に連絡

するものとする。また、原子力規制委員会は、関係する市町村に対して、次の

とおり要請する。 

・ＰＡＺ内の町村に対しては、施設敷地緊急事態要避難者を対象とした避難

等の予防的防護措置や、施設敷地緊急事態要避難者以外の住民等を対象と

した避難等の予防的防護措置の準備（避難先、輸送手段の確保等）を行う

こと。 

・ＵＰＺ内の町村に対しては、屋内退避の準備を行うこと。 

 

文言整理 
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現  行（令和３年11月） 修  正（令和４年 月） 備  考 

れ及び施設敷地緊急事態要避難者以外の住民の避難準備（避難先、輸送手

段の確保等）に協力すること。 

 

    イ（略） 

  （３）～（５）（略） 

  ４ 応急対策活動情報の連絡 

  （１）施設敷地緊急事態発生後の応急対策活動情報、被害情報等の連絡 

    ア 原子力防災管理者は、道をはじめ官邸（内閣官房）、原子力規制委員会、関

係町村、北海道警察本部、岩内警察署、小樽海上保安部、岩内・寿都地方消防

組合消防本部、羊蹄山ろく消防組合消防本部、北後志消防組合消防本部等に

施設の状況、原子力事業者の応急対策活動の状況及び事故対策本部設置の状

況、被害の状況等を定期的に文書をもって連絡するものとし、さらに、関係省

庁事故対策連絡会議及び現地事故対策連絡会議に連絡するものとする。 

 

    イ～エ（略） 

  （２）（略） 

  ５（略） 

 第２節 応急活動体制 

  １ 配備体制及び災害対策本部等の設置 

知事は、原子力規制委員会からの情報収集事態又は警戒事態の発生通報や原子

力防災管理者からの施設敷地緊急事態の発生通報を受けた場合、内閣総理大臣が

原子力緊急事態宣言を発出した場合又は不測の事態にも的確に対応するため特に

知事が必要と認めるときに次の応急活動体制をとり、国の指示等に基づき迅速な

対応を図るものとする。また、配備体制の基準及び災害対策本部等の設置は、次

のとおりとする。 

体制

区分 
配備体制の基準 

本部

設置 
配備体制 

第
１
非
常
配
備 

原子力規制委員会から情報

収集事態の発生通報を受けた

場合など、情報収集事態の発

生を認知したとき 

 

総務部危機対策局、総合政策部知事室広

報広聴課、総合政策部次世代社会戦略局

情報政策課、環境生活部環境局、保健福祉

部地域医療推進局地域医療課、後志総合

振興局及び原子力環境センターの所要人

員で情報収集、通報連絡を行い、状況によ

り、警戒本部の設置に移行できる体制と

する。 

 

・ＵＰＺ外の市町村に対しては、避難した施設敷地緊急事態要避難者の受入

れ及び施設敷地緊急事態要避難者以外の住民の避難準備（避難先、輸送手

段の確保等）に協力すること。 

    イ（略） 

  （３）～（５）（略） 

  ４ 応急対策活動情報の連絡 

  （１）施設敷地緊急事態発生後の応急対策活動情報、被害情報等の連絡 

    ア 原子力防災管理者は、道をはじめ官邸（内閣官房）、内閣府、原子力規制委

員会、関係町村、北海道警察本部、岩内警察署、小樽海上保安部、岩内・寿都

地方消防組合消防本部、羊蹄山ろく消防組合消防本部、北後志消防組合消防

本部等に施設の状況、原子力事業者の応急対策活動の状況及び事故対策本部

設置の状況、被害の状況等を定期的に文書をもって連絡するものとし、さら

に、関係省庁事故対策連絡会議及び現地事故対策連絡会議に連絡するものと

する。 

    イ～エ（略） 

  （２）（略） 

  ５（略） 

 第２節 応急活動体制 

  １ 配備体制及び災害対策本部等の設置 

知事は、原子力規制委員会からの情報収集事態又は警戒事態の発生通報や原子

力防災管理者からの施設敷地緊急事態の発生通報を受けた場合、内閣総理大臣が

原子力緊急事態宣言を発出した場合又は不測の事態にも的確に対応するため特に

知事が必要と認めるときに次の応急活動体制をとり、国の指示等に基づき迅速な

対応を図るものとする。また、配備体制の基準及び災害対策本部等の設置は、次

のとおりとする。 

体制

区分 
配備体制の基準 

本部

設置 
配備体制 

第
１
非
常
配
備 

原子力規制委員会から情報

収集事態の発生通報を受けた

場合など、情報収集事態の発

生を認知したとき 

 総務部危機対策局、総合政策部知事室広

報広聴課、総合政策部次世代社会戦略局

情報政策課、環境生活部環境保全局、保健

福祉部地域医療推進局地域医療課、後志

総合振興局及び原子力環境センターの所

要人員で情報収集、通報連絡を行い、状況

により、警戒本部の設置に移行できる体

制とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災基本計

画修正に伴

う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道の機構改

正に伴う修

正 
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現  行（令和３年11月） 修  正（令和４年 月） 備  考 

第
２
非
常
配
備 

１ 原子力規制委員会から警

戒事態の発生通知を受けた場

合など、警戒事態の発生を認

知したとき 

２ その他特に知事が必要と

認めたとき 

 

警
戒
本
部
の
設
置 

災害応急対策に関係のある部の所要人員

で情報収集、通報連絡及び応急対策を実

施し、状況により、災害対策本部の設置に

移行できる体制とする。 

第
３
非
常
配
備 

１ 原子力防災管理者から施

設敷地緊急事態に該当する事

象の発生通知をうけたとき 

２ 内閣総理大臣が原子力緊

急事態宣言を発出（全面緊急

事態）したとき 

３ その他特に知事が必要と

認めたとき 

 

災
害
対
策
本
部
の
設
置 

災害応急対策に従事することができる全

職員を配備し、組織の全力をあげて活動

する体制とする。 

  ２ 第１非常配備（初期活動体制） 

（１）知事は、原子力規制委員会から情報収集事態の発生通報を受けた場合など、

情報収集事態の発生を認知したときは、直ちに第１非常配備体制をとることと

する。なお、休日、夜間においても迅速に初期対応がとれるよう連絡体制を整

備するとともに、必要と認めるときは緊急幹部会議（構成：知事、副知事、危機

管理監）を招集し、初期活動に万全を期すものとする。 

第１非常配備（初期活動体制）は、図３－２－１のとおりとする 

図３－２－１ 第１非常配備（初期活動体制） 

   ［本 庁］ 

部 名 課 名 所 掌 事 務 

総務部 危
機
対
策
局 

危機対

策課 

１ 国（消防庁）及び防災関係機関との通報連絡に関す

ること。 

２ 後志総合振興局及び庁内各部等との通報連絡に関す

ること。 

原子力

安全対

策課 

１ 国（原子力規制庁、内閣府）との連絡調整に関するこ

と。 

２ 原子力環境センターからの情報収集に関すること。 

３ 緊急時モニタリングに関すること。 

４ 北海道電力株式会社からの情報収集に関すること。 

総合政策部 知事室広報広

聴課 

広報に関すること。 

第
２
非
常
配
備 

１ 原子力規制委員会から警

戒事態の発生通知を受けた場

合など、警戒事態の発生を認

知したとき 

２ その他特に知事が必要と

認めたとき 

 

警
戒
本
部
の
設
置 

災害応急対策に関係のある部の所要人員

で情報収集、通報連絡及び応急対策を実

施し、状況により、災害対策本部の設置に

移行できる体制とする。 

第
３
非
常
配
備 

１ 原子力防災管理者から施

設敷地緊急事態に該当する事

象の発生通知をうけたとき 

２ 内閣総理大臣が原子力緊

急事態宣言を発出（全面緊急

事態）したとき 

３ その他特に知事が必要と

認めたとき 

 

災
害
対
策
本
部
の
設
置 

災害応急対策に従事することができる全

職員を配備し、組織の全力をあげて活動

する体制とする。 

  ２ 第１非常配備（初期活動体制） 

（１）知事は、原子力規制委員会から情報収集事態の発生通報を受けた場合など、

情報収集事態の発生を認知したときは、直ちに第１非常配備体制をとること

とする。なお、休日、夜間においても迅速に初期対応がとれるよう連絡体制

を整備するとともに、必要と認めるときは緊急幹部会議（構成：知事、副知

事、危機管理監）を招集し、初期活動に万全を期すものとする。 

第１非常配備（初期活動体制）は、図３－２－１のとおりとする。 

図３－２－１ 第１非常配備（初期活動体制） 
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現  行（令和３年11月） 修  正（令和４年 月） 備  考 

次世代社会戦

略局情報政策

課 

防災無線の統制に関すること。 

環境生活部 環境局 緊急時モニタリング要員の派遣に関すること。 

保健福祉部 地域医療推進

局地域医療課 

原子力災害医療活動に関すること。 

 

［現 地］ 

部 名 課 名 所 掌 事 務 

後志総合振

興局 

総務課 防災無線の統制に関すること。 

地域政策課 危機対策課及び関係町村との通報連絡に関すること。 

環境生活課 緊急時モニタリング要員の派遣に関すること。 

岩内地域保健

室 

医療活動の準備に関すること。 

原子力環境センター １ 事故状況の把握及び原子力安全対策課との通報連絡

に関すること。 

２ 緊急時モニタリングの開始に関すること。 

 

（２）知事は、警戒事態に至る可能性がないと認めた場合、又は原子力災害警戒本

部を設置した場合は、第１非常配備体制を解除する。 

 

３ 第２非常配備（原子力災害警備本部の設置） 

（１）原子力災害警戒本部の設置及び組織等 

知事は、原子力規制委員会から警戒事態の発生通報を受けた場合など、警戒

事態の発生を認知したときは、直ちに第２非常配備体制をとると同時に、原子

力災害警戒本部（以下「警戒本部」という。）を設置するものとする。 

また警戒本部の設置と同時に、オフサイトセンター内に原子力災害現地警戒

本部（以下「現地警戒本部」という。）を設置し、所定の職員を迅速に派遣する。 

なお、知事は、災害の事態に応じて、先行的に災害対策に要する職員を派遣

するものとする。 

第２非常配備（警戒本部の組織及び主な所掌事務）は図３－２－２、第２非

常配備（現地警戒本部の組織及び所掌事務）は図３－２－３のとおりとする。 
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力災害警戒本部（以下「警戒本部」という。）を設置するものとする。 
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現  行（令和３年11月） 修  正（令和４年 月） 備  考 

 

図３－２－２ 第２非常配備（警戒本部の組織及び主な所掌事務） 

 

図３－２－３ 第２非常配備（現地警戒本部の組織及び主な所掌事務）(略) 

（２）～（４）（略） 

 

 

 

 

図３－２－２ 第２非常配備（警戒本部の組織及び主な所掌事務） 

 

図３－２－３ 第２非常配備（現地警戒本部の組織及び主な所掌事務）(略) 

（２）～（４）（略） 
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1 警戒本部の設置及び廃止に関すること。
2 警戒本部の運営及び連絡調整に関すること。
3 関係省庁事故対策連絡会議及び防災関係機関との連絡に関すること。
4 現地警戒本部に対する指示及び連絡に関すること。
5 緊急時モニタリングに関すること。

広報に関すること。

防災通信回線の確保に関すること。

輸送対策に関すること。

緊急時モニタリング要員の派遣に関すること。

1 災害救助法に基づく応急救助計画の作成及び実施に関すること。
2 市町村における応急救助の実施指導に関すること。

原子力災害医療活動に関すること。

医療機関の避難先の調整に関すること。

健康管理に関すること。

社会福祉施設等の避難先の調整に関すること。

被ばく傷病者等の搬送・受入の調整等に関すること。

観光客の避難等の調整等に関すること。

道路交通の確保に関すること。

関係部（局）課の災害応急対策の準備に関すること。

建 設 班 建設政策局維持管理防災課

関 係 班 関 係 部 （ 局 ） 課

現地警戒本部

経 済 班 観 光 局

環 境 局

本部員

警戒本部長
〔知　事〕

警戒副本部長
〔副知事〕

環 境 生 活 班

保 健 福 祉 班 保 健 福 祉 部 総 務 課

本部連絡員
地域医療推進局地域医療課

地域医療推進局医務薬務課

健 康 安 全 局 地 域 保 健 課

福 祉 局 施 設 運 営 指 導 課

原 子 力 災 害 医 療 チ ー ム

危 機 対 策 局

総 合 政 策 班 知 事 室 広 報 広 聴 課

次世代社会戦略局情報政策課

交 通 政 策 局 交 通 企 画 課

危 機 管 理 班

（報道責任者：班長）

危 機 管 理 監

総 合 政 策 部 長

環 境 生 活 部 長

保 健 福 祉 部 長

建 設 部 長

関 係 部 長

1 警戒本部の設置及び廃止に関すること。
2 警戒本部の運営及び連絡調整に関すること。
3 関係省庁事故対策連絡会議及び防災関係機関との連絡に関すること。
4 現地警戒本部に対する指示及び連絡に関すること。
5 緊急時モニタリングに関すること。

広報に関すること。

防災通信回線の確保に関すること。

輸送対策に関すること。

緊急時モニタリング要員の派遣に関すること。

1 災害救助法に基づく応急救助計画の作成及び実施に関すること。
2 市町村における応急救助の実施指導に関すること。

原子力災害医療活動に関すること。

医療機関の避難先の調整に関すること。

健康管理に関すること。

社会福祉施設等の避難先の調整に関すること。

被ばく傷病者等の搬送・受入の調整等に関すること。

観光客の避難等の調整等に関すること。

道路交通の確保に関すること。

関係部（局）課の災害応急対策の準備に関すること。

現地警戒本部

経 済 班 観 光 局

建 設 班 建設政策局維持管理防災課

関 係 班 関 係 部 （ 局 ） 課

原 子 力 災 害 医 療 チ ー ム

交 通 政 策 局 交 通 企 画 課

本部員

環 境 生 活 班 環 境 保 全 局

保 健 福 祉 班 保 健 福 祉 部 総 務 課

地域医療推進局地域医療課
本部連絡員

地域医療推進局医務薬務課

健 康 安 全 局 地 域 保 健 課

福 祉 局 地 域 福 祉 課

警戒副本部長
〔副知事〕

次世代社会戦略局情報政策課

危 機 管 理 班 危 機 対 策 局

警戒本部長
〔知　事〕

総 合 政 策 班 知 事 室 広 報 広 聴 課
（報道責任者：班長）

危 機 管 理 監

総 合 政 策 部 長

環 境 生 活 部 長

保 健 福 祉 部 長

建 設 部 長

関 係 部 長
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現  行（令和３年11月） 修  正（令和４年 月） 備  考 

４ 第３非常配備（災害対策本部の設置） 

（１）災害対策本部の設置及び組織等 

知事は、原子力防災管理者から施設敷地緊急事態の発生通報を受けた場合又は

内閣総理大臣が原子力緊急事態宣言を発出（全面緊急事態）した場合は、直ちに

第３非常配備体制をとると同時に、北海道災害対策本部条例（昭和 37年 11月１

日北海道条例第54条）の規定に基づき、北海道災害対策本部（以下「災害対策本

部」という。）及び北海道災害対策地方本部（以下「地方本部」という。）を設置

するものとする。 

また、必要に応じて、北海道地域防災計画（本編）第３章第１節第２の１の（３）

のアの（エ）に基づき、災害対策本部に指揮室を置くことができる。 

第３非常配備（災害対策本部の組織及び主な所掌事務）は、図３－２－４のと

おりとする。 

図３－２－４ 第３非常配備（災害対策本部の組織及び主な所掌事務） 
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（１）災害対策本部の設置及び組織等 
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内閣総理大臣が原子力緊急事態宣言を発出（全面緊急事態）した場合は、直ちに

第３非常配備体制をとると同時に、北海道災害対策本部条例（昭和37年 11月１

日北海道条例第54条）の規定に基づき、北海道災害対策本部（以下「災害対策本

部」という。）及び北海道災害対策地方本部（以下「地方本部」という。）を設置

するものとする。 

また、必要に応じて、北海道地域防災計画（本編）第３章第１節第２の１の（３）

のアの（エ）に基づき、災害対策本部に指揮室を置くことができる。 

第３非常配備（災害対策本部の組織及び主な所掌事務）は、図３－２－４のと

おりとする。 

図３－２－４ 第３非常配備（災害対策本部の組織及び主な所掌事務） 
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危機管理班

危 機 対 策 局

１ 災害の状況、対策措置状況等の収集及び報告に関すること。
２ 災害対策本部の設置、運営及び廃止に関すること。
３ 現地本部に対する指示及び連絡に関すること。
４ 国の原子力災害対策本部及び防災関係機関との連絡に関すること。
５ 市町村長に対する指示及び連絡に関すること。
６ 自衛隊の災害派遣要請に関すること。
７ 緊急時モニタリングに関すること。総務班

本部長
〔知　事〕 総合政策班

広 報 広 聴 課
１ 災害広報の企画実施に関すること。
２ 報道機関との連絡調整に関すること。（報道責任者班長）

医 務 薬 務 課
１ 医薬品の確保に関すること。
２ 医療機関の避難先の調整に関すること。

情 報 政 策 課 防災通信回線の確保に関すること。

副本部長 交 通 企 画 課 輸送対策に関すること。

環 境 生 活 班
環 境 局

１ 緊急時モニタリング要員の派遣に関すること。
２ 飲料水の供給等に関すること｡本部員

保 健 福 祉 班 総 務 課 市町村における災害救助法に基づく応急救助の実施指導に関すること。

地 域 医 療 課 原子力災害医療活動に関すること。

本部連絡員

経 済 班 中 小 企 業 課 災害時における商工業に係る物資の流通対策に関すること｡

地 域 保 健 課 健康管理に関すること｡

食 品 衛 生 課 飲食物の摂取制限に関すること。

施 設 運 営 指 導 課 社会福祉施設等の避難先の調整に関すること。

水 産 林 務 班 総 務 課 水産物・林産物の採取及び出荷に関すること｡

原子力災害医療チーム 被ばく傷病者等の搬送・受入の調整等に関すること。

観 光 局 観光客の避難等の調整等に関すること。

農 政 班
農 政 課

１ 農畜産物の収穫及び出荷に関すること｡
２ 災害時の応急食糧の供給に関すること｡

建 設 班 維 持 管 理 防 災 課 道路交通の確保に関すること｡

出 納 班 調 達 課 救援物資の出納保管に関すること。

１ 立入制限措置及び退避等の誘導と警戒警備に関すること。
２ 交通秩序の維持に関すること。（北海道警察本部）

教 育 対 策 本 部 文教対策及び教育施設との連絡に関すること。

企 業 班

道 立 病 院 班

地 方 本 部 １ 管内市町村（関係町村を除く）への連絡調整に関すること。
２ 避難所等への生活必需物資の需給調整に関すること。後志総合振興局

　 ※　避難先自治体を所管区域に含む胆振総合振興局及び石狩振興局においては、必要な体制を整備するものとする。

（北海道教育庁）

現 地 本 部

東 京 地 方 本 部

（東京事務所）

災 害 警 備 本 部

警察本部長

教 育 長

公営企業管理者

病院事業管理者

危機管理監

総 務 部 長

総合政策部長

環境生活部長

保健福祉部長

経 済 部 長

農 政 部 長

水産林務部長

建 設 部 長

会計管理者

危機対策課

原子力安全対策課

国 際 課 災害情報の多言語発信等に関すること。

（北海道教育庁）

現 地 本 部

東 京 地 方 本 部

（東京事務所）

災 害 警 備 本 部 １ 立入制限措置及び退避等の誘導と警戒警備に関すること。
２ 交通秩序の維持に関すること。（北海道警察本部）

教 育 対 策 本 部 文教対策及び教育施設との連絡に関すること。

企 業 班

道 立 病 院 班

地 方 本 部 １ 管内市町村（関係町村を除く）への連絡調整に関すること。
２ 避難所等への生活必需物資の需給調整に関すること。後志総合振興局

　 ※　避難先自治体を所管区域に含む胆振総合振興局及び石狩振興局においては、必要な体制を整備するものとする。

建 設 班 維 持 管 理 防 災 課 道路交通の確保に関すること｡

出 納 班 調 達 課 救援物資の出納保管に関すること。

水 産 林 務 班 総 務 課 水産物・林産物の採取及び出荷に関すること｡

原子力災害医療チーム 被ばく傷病者等の搬送・受入の調整等に関すること。

観 光 局 観光客の避難等の調整等に関すること。

農 政 班
農 政 課

１ 農畜産物の収穫及び出荷に関すること｡
２ 災害時の応急食糧の供給に関すること｡

本部連絡員

経 済 班 中 小 企 業 課 災害時における商工業に係る物資の流通対策に関すること｡

地 域 保 健 課 健康管理に関すること｡

食 品 衛 生 課 飲食物の摂取制限に関すること。

地 域 福 祉 課 社会福祉施設等の避難先の調整に関すること。

医 務 薬 務 課
１ 医薬品の確保に関すること。
２ 医療機関の避難先の調整に関すること。

情 報 政 策 課 防災通信回線の確保に関すること。

副本部長 交 通 企 画 課 輸送対策に関すること。

環 境 生 活 班
環 境 保 全 局

１ 緊急時モニタリング要員の派遣に関すること。
２ 飲料水の供給等に関すること｡本部員

保 健 福 祉 班 総 務 課 市町村における災害救助法に基づく応急救助の実施指導に関すること。

地 域 医 療 課 原子力災害医療活動に関すること。

危機管理班

危 機 対 策 局

１ 災害の状況、対策措置状況等の収集及び報告に関すること。
２ 災害対策本部の設置、運営及び廃止に関すること。
３ 現地本部に対する指示及び連絡に関すること。
４ 国の原子力災害対策本部及び防災関係機関との連絡に関すること。
５ 市町村長に対する指示及び連絡に関すること。
６ 自衛隊の災害派遣要請に関すること。
７ 緊急時モニタリングに関すること。総務班

本部長
〔知　事〕 総合政策班

広 報 広 聴 課
１ 災害広報の企画実施に関すること。
２ 報道機関との連絡調整に関すること。（報道責任者班長）

警察本部長

教 育 長

公営企業管理者

病院事業管理者

危機管理監

総 務 部 長

総合政策部長

環境生活部長

保健福祉部長

経 済 部 長

農 政 部 長

水産林務部長

建 設 部 長

会計管理者

危機対策課

原子力安全対策課
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現  行（令和３年11月） 修  正（令和４年 月） 備  考 

（２）現地災害対策本部 

本部長は、前号の規定による災害対策本部の設置と同時に、オフサイトセンタ

ー内に北海道現地災害対策本部（以下「現地本部」という。）を設置するととも

に、オフサイトセンターにおいて施設の状況の把握、緊急時モニタリング関係情

報の把握、医療関係情報の把握、住民避難・屋内退避の状況の把握等の活動を行

う機能班に所定の職員を迅速に派遣する。 

ア 組織及び所掌事務 

第３非常配備（現地本部の組織）は、図３－２－５のとおりとし、各班の主

な所掌事務は次のとおりとする。 

なお、各班の班長を（３）に定める原子力災害合同対策協議会に派遣した場

合、班長が指名する副班長が班の事務を所掌し、指揮監督する。 

図３－２－５ 第３非常配備（現地本部の組織） 

 

各班の主な所掌事務（略） 

（２）現地災害対策本部 

本部長は、前号の規定による災害対策本部の設置と同時に、オフサイトセンタ

ー内に北海道現地災害対策本部（以下「現地本部」という。）を設置するととも

に、オフサイトセンターにおいて施設の状況の把握、緊急時モニタリング関係情

報の把握、医療関係情報の把握、住民避難・屋内退避の状況の把握等の活動を行

う機能班に所定の職員を迅速に派遣する。 

ア 組織及び所掌事務 

第３非常配備（現地本部の組織）は、図３－２－５のとおりとし、各班の主

な所掌事務は次のとおりとする。 

なお、各班の班長を（３）に定める原子力災害合同対策協議会に派遣した場

合、班長が指名する副班長が班の事務を所掌し、指揮監督する。 

図３－２－５ 第３非常配備（現地本部の組織） 

 

各班の主な所掌事務（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の原子力

災害医療派

遣チーム活

動要領策定

に伴う改正 

 

道の機構改

正に伴う修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・国の動員計画による
　緊急時モニタリング要員

・国の原子力災害医療派遣
　要員
・日本赤十字社救護要員

総務調整班員

・危機対策課員
・原子力安全対策課員
・広報広聴課員
・後志総合振興局
　総務課員
・後志総合振興局
　地域政策課員
・原子力環境センター所員
・その他派遣要員

緊急時モニタリング班員

・原子力安全対策課員
・環境局員
・後志総合振興局
　環境生活課員
・原子力環境センター所員
・その他派遣要員

防災関係機関派遣連絡員

・第一管区海上保安本部職員
・陸上自衛隊員
・道警本部職員
・関係町村職員
・消防本部職員
・北海道電力㈱社員
・その他本部長が必要と
　認める機関の要員

医療班員

・保健福祉部総務課員
・地域医療課員
・地域保健課員
・後志総合振興局
　岩内地域保健室員
・その他派遣要員

住民生活班員

・環境政策課員
・保健福祉部総務課員
・地域保健課員
・後志総合振興局
　農務課員
・後志総合振興局
　農村振興課員
・後志総合振興局
　林務課員
・後志総合振興局
　水産課員
・後志総合振興局
　社会福祉課員
・後志総合振興局
　保健行政室員
・後志総合振興局
　岩内地域保健室員
・後志総合振興局
　小樽建設管理部員
・その他派遣要員

医療班 住民生活班

副本部長兼現地本部長
〔知事の指名する副知事〕

国が派遣する専門家

本部長
〔 知 事 〕

現地副本部長兼報道責任者
〔知事の指名する職員〕

班　長
・後志総合振興局
　地域創生部長

副班長
・後志総合振興局
　総務課主幹
・後志総合振興局
　地域政策課長

班　長
・原子力環境センター所長

副班長
・原子力環境センター次長

班　長
・後志総合振興局
　岩内地域保健室長

副班長
・後志総合振興局
　岩内地域保健室次長
・後志総合振興局
　保健行政室企画総務課長
・保健福祉部技監

班　長
・後志総合振興局
　くらし・子育て担当部長

副班長
・後志総合振興局
　地域政策課主幹
・後志総合振興局
　社会福祉課主幹

現地副本部長
〔後志総合振興局長〕

総務調整班 緊急時モニタリング班

本部長
〔 知 事 〕

副本部長兼現地本部長
〔知事の指名する副知事〕

国が派遣する専門家

現地副本部長
〔後志総合振興局長〕

現地副本部長兼報道責任者
〔知事の指名する職員〕

防災関係機関派遣連絡員

班　長
・後志総合振興局
　地域創生部長

副班長
・後志総合振興局
　総務課主幹
・後志総合振興局
　地域政策課長

班　長
・原子力環境センター所長

副班長
・原子力環境センター次長

班　長
・後志総合振興局
　岩内地域保健室長

副班長
・後志総合振興局
　岩内地域保健室次長
・後志総合振興局
　保健行政室企画総務課長

班　長
・後志総合振興局
　くらし・子育て担当部長

副班長
・後志総合振興局
　地域政策課主幹
・後志総合振興局
　社会福祉課主幹

・第一管区海上保安本部職員
・陸上自衛隊員
・道警本部職員
・関係町村職員
・消防本部職員
・北海道電力㈱社員
・その他本部長が必要と
　認める機関の要員

総務調整班 緊急時モニタリング班 医療班 住民生活班

住民生活班員

・危機対策課員
・原子力安全対策課員
・広報広聴課員
・後志総合振興局
　総務課員
・後志総合振興局
　地域政策課員
・原子力環境センター所員
・その他派遣要員

・原子力安全対策課員
・環境保全局員
・後志総合振興局
　環境生活課員
・原子力環境センター所員
・その他派遣要員

・保健福祉部総務課員
・地域医療課員
・地域保健課員
・後志総合振興局
　岩内地域保健室員
・その他派遣要員

・環境政策課員
・保健福祉部総務課員
・地域保健課員
・後志総合振興局
　農務課員
・後志総合振興局
　農村振興課員
・後志総合振興局
　林務課員
・後志総合振興局
　水産課員
・後志総合振興局
　社会福祉課員
・後志総合振興局
　保健行政室員
・後志総合振興局
　岩内地域保健室員
・後志総合振興局
　小樽建設管理部員
・その他派遣要員

・国の動員計画による
　緊急時モニタリング要員

・国の原子力災害医療派遣
　要員
・日本赤十字社救護要員

総務調整班員 緊急時モニタリング班員 医療班員
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現  行（令和３年11月） 修  正（令和４年 月） 備  考 

イ（略） 

 （３）～（10）（略） 

第３節（略） 

第４節 緊急時モニタリング 

（略） 

 １ 緊急時モニタリング体制 

 （１）～（２）（略） 

 （３）緊急時モニタリング班の組織及び業務 

   ア～イ（略） 

   ウ 緊急時モニタリング実施のための通信連絡 

緊急時モニタリング実施のための通信連絡は、図３－４－２で示す通信連 

絡系統図により行うものとする。 

図３－４－２ 緊急時モニタリング実施通信連絡系統図 

 
 

 ２～３（略） 

イ（略） 

 （３）～（10）（略） 

第３節（略） 

第４節 緊急時モニタリング 

（略） 

 １ 緊急時モニタリング体制 

 （１）～（２）（略） 

 （３）緊急時モニタリング班の組織及び業務 

   ア～イ（略） 

   ウ 緊急時モニタリング実施のための通信連絡 

緊急時モニタリング実施のための通信連絡は、図３－４－２で示す通信連 

    絡系統図により行うものとする。 

図３－４－２ 緊急時モニタリング実施通信連絡系統図 

 
 ２～３（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の整理 

 

 

専用回線ファクシミリ

テレメータ

情報共有システム

現地災害対策本部

災害対策本部
札幌管区気象台

　専用回線

　ファクシミリ
オフサイトセンター

放射線班

（オフサイトセンター）

班　長

＜企画調整グループ＞

泊発電所

＜情報収集管理グループ＞

モニタリングポスト等

モニタリングカー

可搬型ポスト
（伝送式）

サーベイメータ

：緊急時モニタリング班

緊急時モニタリングセンター
設置後は、国の統括の下、
緊急時モニタリングを実施

＜測定分析担当＞

副班長

測定・採取班 総括・連絡班 分析班

（各町村役場） （原子力環境センター札幌分室）
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現  行（令和３年11月） 修  正（令和４年 月） 備  考 

 第５節 防護対策 

 （略） 

  １ 防護対策の実施 

  （１）（略） 

  （２）避難等の指示 

    ア～ウ（略） 

    エ 知事は、避難等の実施に当たり周囲の状況等により、避難等のための立ち

退きを行うことがかえって危険を伴う場合は、関係町村とともに屋内退避の

検討を行う。 

ただし、地震・津波・暴風雪時など自然災害との複合災害が発生した場合

において自然災害による人命への直接的なリスクが極めて高い場合等には、

自然災害に対する避難行動を原子力災害に対する避難行動よりも優先させる

ものとする。 

防護対策区域図（資料３－５－２） 

避難先（資料３－５－３） 

避難経路（資料３－５－４） 

  （３）避難等の方法 

    ア～ウ（略） 

    エ 関係町村は、ＯＩＬに基づく避難等の指示を受けた住民に対して、原子力

災害対策重点区域の境界周辺等において、避難退域時検査を受けるよう周知

するものとする。 

    （新設） 

 

  （４）～（７）（略） 

  ２～10（略） 

11 防災業務関係者の防護対策 

道、関係町村、北海道警察本部、岩内・寿都地方消防組合消防本部、羊蹄山ろ

く消防組合消防本部、北後志消防組合消防本部、第一管区海上保安本部、その他

の防災関係機関は、避難等の誘導、救出、警備等の応急対策に従事する者の防護

について緊密な連携を図り、適切な被ばく管理を行うとともに、防護服、個人線

量計等必要な資機材の携帯等、安全を確保するため万全な対策を講ずるものとす

る。 

また、防災業務関係者の被ばく管理は、原則として各機関ごとに行うものとし、

応急対策活動期間中の放射線防護に係る指標は、次のとおりとする。 

 

 第５節 防護対策 

 （略） 

  １ 防護対策の実施 

  （１）（略） 

  （２）避難等の指示 

    ア～ウ（略） 

    エ 知事は、避難等の実施に当たり周囲の状況等により、避難等のための立退

きを行うことがかえって危険を伴う場合は、関係町村とともに屋内退避の検

討を行う。 

ただし、地震・津波・暴風雪時など自然災害との複合災害が発生した場合

において自然災害による人命への直接的なリスクが極めて高い場合等には、

自然災害に対する避難行動を原子力災害に対する避難行動よりも優先させる

ものとする。 

防護対策区域図（資料３－５－２） 

避難先（資料３－５－３） 

避難経路（資料３－５－４） 

  （３）避難等の方法 

    ア～ウ（略） 

    エ 関係町村は、ＯＩＬに基づく避難等の指示を受けた住民に対して、原子力

災害対策重点区域の境界周辺等において、避難退域時検査を受けるよう周知

するものとする。 

    オ 関係町村は、甲状腺被ばく線量モニタリング対象者に対して、避難所等に

おいて、甲状腺被ばく線量モニタリングを受けるよう周知するものとする。 

  （４）～（７）（略） 

  ２～10（略） 

11 防災業務関係者の防護対策 

道、関係町村、北海道警察本部、岩内・寿都地方消防組合消防本部、羊蹄山ろ

く消防組合消防本部、北後志消防組合消防本部、第一管区海上保安本部、その他

の防災関係機関は、避難等の誘導、救出、警備等の応急対策に被ばくの可能性が

ある環境下で従事する者の防護について緊密な連携を図り、適切な被ばく管理を

行うとともに、防護服、個人線量計等必要な資機材の携帯等、安全を確保するた

め万全な対策を講ずるものとする。 

また、被ばくの可能性がある環境下で応急対策に従事する防災業務関係者の被

ばく管理は、原則として各機関ごとに行うものとし、応急対策活動期間中の放射

線防護に係る指標は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

文言整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力災害

対策指針改

正に伴い新

設 

 

 

 

原子力災害

対策指針改

正に伴う修

正 
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現  行（令和３年11月） 修  正（令和４年 月） 備  考 

（１）応急対策活動を実施する防災業務関係者の被ばく線量は、実効線量で50ｍSv

を上限とする。 

（２）災害の拡大防止及び人命救助等緊急かつやむを得ない作業を実施する防災業

務関係者の被ばく線量は、実効線量で100ｍSvを上限とする。 

また、作業内容に応じて、必要があれば、眼の水晶体については等価線量で

300ｍSv、皮膚については等価線量で１Svをあわせて上限とする。 

 

12 応急対策活動に従事する民間事業者の防護対策 

道は、住民輸送業務、物資輸送業務及び道路等の復旧・維持に関する業務など

応急対策活動に従事する民間事業者が適切な被ばく管理を行うため、防護服、個

人線量計等必要な資機材の携帯等、安全を確保するため万全な対策を講ずるもの

とする。 

また、これらの応急対策活動を実施する民間事業者の被ばく線量は、国際放射

線防護委員会（ＩＣＲＰ）勧告における計画被ばく状況（平時）の一般公衆の被

ばく線量限度である１ｍSvを超えないよう、道と民間事業者が緊密な連携を図り、

管理するものとする。 

  13（略） 

 第６節（略） 

 第７節 原子力災害医療活動 

原子力災害医療活動の体制や実施内容等について、その詳細は、「原子力災害医療活

動実施要領」によるものとする。 

  １ 原子力災害医療活動の基本的体制 

  （略） 

  （１）原子力発電所や避難退域時検査場所等における対応 

    ア（略） 

    イ 避難退域時検査場所等における対応 

道は関係機関の協力を得て、ＯＩＬに基づく避難等の指示を受けた住民等

の放射性物質の付着状況を確認するための検査を行うとともに、ＯＩＬ４以

下でない住民等の情報の収集、ふき取り等の簡易な除染等の処置及び医療機

関への搬送の決定等を行う。 

さらに、避難住民等に対して、必要に応じて安定ヨウ素剤を服用させる。 

また、避難退域時検査場所に救護所を開設し、一般傷病者に対する医療活

動を実施する。 

 

 

（１）応急対策に被ばくの可能性がある環境下で従事する防災業務関係者の被ばく

線量は、実効線量で50ｍSvを上限とする。 

（２）災害の拡大防止及び人命救助等緊急かつやむを得ない作業に被ばくの可能性

がある環境下で従事する防災業務関係者の被ばく線量は、実効線量で 100ｍSv

を上限とする。 

また、作業内容に応じて、必要があれば、眼の水晶体については等価線量で

300ｍSv、皮膚については等価線量で１Svをあわせて上限とする。 

12 応急対策活動に従事する民間事業者の防護対策 

道は、住民輸送業務、物資輸送業務及び道路等の復旧・維持に関する業務など

応急対策に被ばくの可能性がある環境下で従事する民間事業者が適切な被ばく管

理を行うため、防護服、個人線量計等必要な資機材の携帯等、安全を確保するた

め万全な対策を講ずるものとする。 

また、これらの応急対策に被ばくの可能性がある環境下で従事する民間事業者

の被ばく線量は、国際放射線防護委員会（ＩＣＲＰ）勧告における計画被ばく状

況（平時）の一般公衆の被ばく線量限度である１ｍSvを超えないよう、道と民間

事業者が緊密な連携を図り、管理するものとする。 

  13（略） 

 第６節（略） 

 第７節 原子力災害医療活動 

原子力災害医療活動の体制や実施内容等について、その詳細は、「原子力災害医療活

動実施要領」によるものとする。 

  １ 原子力災害医療活動の基本的体制 

  （略） 

  （１）原子力発電所や避難退域時検査場所等における対応 

    ア（略） 

    イ 避難退域時検査場所等における対応 

道は関係機関の協力を得て、ＯＩＬに基づく避難等の指示を受けた住民等

の放射性物質の付着状況を確認するための検査を行うとともに、ＯＩＬ４以

下でない住民等の情報の収集、ふき取り等の簡易な除染等の処置及び医療機

関への搬送の決定等を行う。 

さらに、避難住民等に対して、必要に応じて安定ヨウ素剤を服用させる。 

また、避難退域時検査場所に救護所を開設し、一般傷病者に対する医療活

動を実施する。 
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現  行（令和３年11月） 修  正（令和４年 月） 備  考 

    （新設） 

 

 

 

 

  （２）～（６）（略） 

  ２ 避難住民等に対し、原子力災害医療活動を実施する場合の体制 

  （１）～（２）（略） 

  （３）医療班の組織及び業務 

    医療チームは、必要に応じて高度被ばく医療支援センターからの専門派遣チー

ム等の指導を受けるなどにより、国、指定公共機関、原子力事業者等と連携して、

避難退域時検査場所等において住民等の検査、簡易除染等を実施するとともに、

簡易除染等によってもＯＩＬ４以下とならない場合や内部被ばくが疑われる場合

には、指定した原子力災害拠点病院に搬送するための準備を行うものとする。 

    また、救護チームは、屋内退避施設、避難所等において、一般傷病者に対する医

療活動を実施するとともに、住民等の健康管理を行うものとする。 

なお、ＵＰＺ内の医療機関は、一般傷病者に対する医療活動をその所在地にお

いて実施するものとするが、避難の防護対策区域に決定した場合は避難等を行う。

その際、企画調整チームは、緊急時モニタリング結果及び医療活動に必要な情報

の提供を行うなど、連絡調整を図るものとする。 

    ア 医療班の組織 

  医療班は班長、副班長及びその他の要員をもって構成するものとし、医療

班の組織は、図３－７－１のとおりとする。 

図３－７－１ 医療班の組織図（略） 

    イ 医療班等の編成基準及び業務は次のとおりとする。 

チーム名 編成基準 業    務 

企画調整 

チーム 

主として北海

道保健福祉部

並びに後志総

合振興局保健

環境部保健行

政室及び岩内

地域保健室職

員によって編

成する。 

１ 原子力災害医療活動実施のための情報

収集 

２ 原子力災害医療活動実施に係る諸調整 

３ 原子力災害医療活動に関する情報の収

集及び連絡 

４ 避難退域時検査場所及び避難所等に救 

護所を開設 

 

    ウ 避難所等における対応 

      道は関係機関の協力を得て、甲状腺被ばく線量モニタリング対象者に対し

て、放射性ヨウ素の吸入による甲状腺への集積の程度を定量的に把握し、被

ばく線量を推定するための甲状腺被ばく線量モニタリングを実施する。 

 

  （２）～（６）（略） 

  ２ 避難住民等に対し、原子力災害医療活動を実施する場合の体制 

  （１）～（２）（略） 

  （３）医療班の組織及び業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ア 医療班の組織 

  医療班は班長、副班長及びその他の要員をもって構成するものとし、医療

班の組織は、図３－７－１のとおりとする。 

図３－７－１ 医療班の組織図（略） 

    イ 医療班等の編成基準及び業務 

チーム名 編成基準 業    務 

企画調整 

チーム 

主として北海

道保健福祉部

並びに後志総

合振興局保健

環境部保健行

政室及び岩内

地域保健室職

員によって編

成する。 

１ 原子力災害医療活動実施のための情報

収集 

２ 原子力災害医療活動実施に係る諸調整 

３ 原子力災害医療活動に関する情報の収

集及び連絡 

４ 避難退域時検査場所及び避難所等に救 

護所を開設 

原子力災害

対策指針改

正に伴い新

設 

 

 

 

 

 

文言整理 
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現  行（令和３年11月） 修  正（令和４年 月） 備  考 

救護 

チーム 

派遣される医

療機関ごとに

編成し、チーム

数は災害の態

様によって決

定する。 

 避難退域時検査場所及び避難所等に救護

所を開設し、一般傷病者に対する医療活動

の実施 

医療 

チーム 

放射線医療に

従事する医師、

看護師等によ

って編成する。 

 避難退域時検査場所における住民等に対

する検査、簡易除染及び原子力災害拠点病

院への搬送準備 

     

（注）救急搬送は消防機関の救急隊員等が当たる。 

医療班のチーム編成               （資料３－７－１） 

傷病者の救急搬送に関する消防機関の救急車両等  （資料３－７－２） 

     企画調整チーム、救護チーム及び医療チームには責任者をおき、各責任者は

それぞれチームの所掌に係る業務を総括するとともに、企画調整チームを通じ

て医療班長にその活動状況を随時報告するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 原子力災害医療活動等の実施 

  （１）原子力災害医療活動の実施 

原子力災害医療活動は、図３－７－２で示す系統図により行うものとする。 

  （２）避難住民等に対する医療活動の実施内容 

救護 

チーム 

派遣される医

療機関ごとに

編成し、チーム

数は災害の態

様によって決

定する。 

 避難退域時検査場所及び避難所等に救護

所を開設し、一般傷病者に対する医療活動

の実施 

医療 

チーム 

放射線医療に

従事する医師、

看護師、診療放

射線技師等に

よって編成す

る。 

１ 避難退域時検査場所における住民等に

対する検査、簡易除染及び原子力災害拠

点病院への搬送準備 

２ 避難所等における甲状腺被ばく線量モ

ニタリングの実施 

    （注）救急搬送は消防機関の救急隊員等が当たる。 

医療班のチーム編成               （資料３－７－１） 

傷病者の救急搬送に関する消防機関の救急車両等  （資料３－７－２） 

    （ア）企画調整チーム、救護チーム及び医療チームには責任者をおき、各責任者

はそれぞれチームの所掌に係る業務を総括するとともに、企画調整チーム

を通じて医療班長にその活動状況を随時報告するものとする。 

    （イ）救護チームは、屋内退避施設、避難所等において、一般傷病者に対する医

療活動を実施するとともに、住民等の健康管理を行うものとする。 

    （ウ）医療チームは、必要に応じて高度被ばく医療支援センターからの専門派遣

チーム等の指導を受けるなどにより、国、指定公共機関、原子力事業者等と

連携して、避難退域時検査場所等において住民等の検査、簡易除染等を実

施するとともに、簡易除染等によってもＯＩＬ４以下とならない場合や内

部被ばくが疑われる場合には、指定した原子力災害拠点病院に搬送するた

めの準備を行うものとする。 

また、避難所等において甲状腺被ばく線量モニタリングを実施する。 

（エ）ＵＰＺ内の医療機関は、一般傷病者に対する医療活動をその所在地にお

いて実施するものとするが、避難の防護対策区域に決定した場合は避難等

を行う。その際、企画調整チームは、緊急時モニタリング結果及び医療活

動に必要な情報の提供を行うなど、連絡調整を図るものとする。 

３ 原子力災害医療活動等の実施 

  （１）原子力災害医療活動の実施 

原子力災害医療活動は、図３－７－２で示す系統図により行うものとする。 

  （２）避難住民等に対する医療活動の実施内容 
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現  行（令和３年11月） 修  正（令和４年 月） 備  考 

    ア～ウ（略） 

    エ 避難退域時検査の実施 

医療チームは、ＯＩＬに基づく避難等の指示を受けた住民等（ただし、放

射性物質が放出される前に予防的に避難した住民等を除く。）に対して、避難

経路上の指定する場所で避難退域時検査を行うものとする。 

自家用車やバス等の車両を利用して避難等をする住民等の検査は、乗員の

検査の代用として、まず、車両の検査を行い、この結果が40,000cpm（β線）

以下でない場合は、乗員の代表者に対して検査を行う。この代表者がＯＩＬ

４以下でない場合には、乗員の全員に対して、検査を行う。 

    オ 簡易除染の方法 

検査の結果、ＯＩＬ４以下でない住民、40,000cpm（β線）以下でない車両

及び携行物品には、脱衣や拭き取りなどにより、簡易除染を行う。簡易除染

によってもＯＩＬ４以下にならない住民等は、原子力災害拠点病院等に搬送

するとともに、40,000cpm（β線）以下にならない車両等は、検査場所に一時

保管する等の措置を行う。 

    カ 原子力災害拠点病院等への搬送 

医療班長は、専門的な医療が必要と認められる場合は、被ばく患者の被ば

く線量、汚染の程度、全身状態等に基づき、災害対策本部の原子力災害医療

チームが指定した原子力災害拠点病院等に搬送するものとする。 

また、医療班長は、関係町村等から被ばく患者の原子力災害拠点病院等へ

の搬送について要請があった場合は、災害対策本部の原子力災害医療チーム

を通じ、消防庁等に対し搬送手段の優先的確保などについて要請するものと

する。 

    （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （３）～（４）（略） 

    ア～ウ（略） 

    エ 避難退域時検査の実施 

医療チームは、ＯＩＬに基づく避難等の指示を受けた住民等（ただし、放

射性物質が放出される前に予防的に避難した住民等を除く。）に対して、避難

経路上の指定する場所で避難退域時検査を行うものとする。 

自家用車やバス等の車両を利用して避難等をする住民等の検査は、乗員の

検査の代用として、まず、車両の検査を行い、この結果が40,000cpm（β線）

以下でない場合は、乗員の代表者に対して検査を行う。この代表者がＯＩＬ

４以下でない場合には、乗員の全員に対して、検査を行う。 

    オ 簡易除染の方法 

検査の結果、ＯＩＬ４以下でない住民、40,000cpm（β線）以下でない車両

及び携行物品には、脱衣や拭き取りなどにより、簡易除染を行う。簡易除染

によってもＯＩＬ４以下にならない住民等は、原子力災害拠点病院等に搬送

するとともに、40,000cpm（β線）以下にならない車両等は、検査場所に一時

保管する等の措置を行う。 

    カ 原子力災害拠点病院等への搬送 

医療班長は、専門的な医療が必要と認められる場合は、被ばく患者の被ば

く線量、汚染の程度、全身状態等に基づき、災害対策本部の原子力災害医療

チームが指定した原子力災害拠点病院等に搬送するものとする。 

また、医療班長は、関係町村等から被ばく患者の原子力災害拠点病院等へ

の搬送について要請があった場合は、災害対策本部の原子力災害医療チーム

を通じ、消防庁等に対し搬送手段の優先的確保などについて要請するものと

する。 

    キ 甲状腺被ばく線量モニタリングの実施 

      医療チームは、甲状腺被ばく線量モニタリング対象者に対して、避難所等

又はその近傍の適所においてサーベイメータ等を用いて簡易測定を実施する

ものとする。スクリーニングレベルを超える者は、甲状腺モニタ等がある原

子力災害拠点病院等で詳細測定を行う。 

      なお、甲状腺被ばく線量モニタリング対象者は、ＯＩＬに基づく避難等を

指示された地域に居住する住民等（放射性物質が放出される前に予防的に避

難した住民等を除く。）であって 19 歳未満の者、妊婦及び授乳婦を基本とす

る。 

      また、乳幼児については、測定困難な場合に行動を共にした保護者等を測

定することで、乳幼児の線量を推定する。 

（３）～（４）（略） 
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図３－７－２ 原子力災害医療活動連絡系統図 

 
 第８節 緊急輸送活動及び必需物資の調達 

  １ 緊急輸送活動 

  （１）～（２）（略） 

  （３）緊急輸送体制の確立 

    ア（略） 

    イ 道は、原子力災害時において実施する災害応急活動が円滑に行われるよう

必要な車両等を確保するとともに、関係町村長の実施する住民等の避難に要

する車両について、陸上自衛隊北部方面総監部、公共輸送機関等に対し応援

要請するものとする。このうち住民等の避難に要するバスについては、「原子

力災害時における住民避難用バス要請・運行要領」に基づき、一般社団法人北

海道バス協会に要請し、住民避難用バスを確保するものとする。 

    ウ 道は、人員、車両等に不足が生じた場合は、陸上自衛隊北部方面総監部、北

海道運輸局、第一管区海上保安本部及び運輸機関等に支援要請を行うととも

 

図３－７－２ 原子力災害医療活動連絡系統図 

 
 第８節 緊急輸送活動及び必需物資の調達 

  １ 緊急輸送活動 

  （１）～（２）（略） 

  （３）緊急輸送体制の確立 

    ア（略） 

    イ 道は、原子力災害時において実施する災害応急活動が円滑に行われるよう

必要な車両等を確保するとともに、関係町村長の実施する住民等の避難に要

する車両について、公共輸送機関等に対し応援要請するものとする。このう

ち住民等の避難に要するバスについては、「原子力災害時における住民避難用

バス要請・運行要領」に基づき、一般社団法人北海道バス協会に要請し、住民

避難用バスを確保するものとする。 

    ウ 道は、人員、車両の不足や、道路寸断など不測の事態が生じた場合は、陸上

自衛隊北部方面総監部、北海道運輸局、第一管区海上保安本部及び運輸機関
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に、必要に応じて、周辺市町村に支援を要請するものとする。 

 

    エ（略） 

  （４）（略） 

  ２（略） 

 第９節～第10節（略） 

 第４章 原子力災害中長期対策 

（略） 

 
 別添２～〈参考〉（略） 

等に支援要請を行うとともに、必要に応じて、周辺市町村に支援を要請する

ものとする。 

    エ（略） 

  （４）（略） 

  ２（略） 

 第９節～第10節（略） 

 第４章 原子力災害中長期対策 

（略） 

 

 別添２～〈参考〉（略） 
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